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——————————要約——————————

どの条件が不動産価格の決定に影響を与えるかを明ら
かにすることである. ヘドニックアプローチと構造推定を
組み合わせた手法を採用し,LiNGAMによる因果探索を通
じて特定された要因に焦点を当て,公示地価に与える影響
を定量的に評価する. 分析に使用するデータには,地価情
報,犯罪施設,教育機関,商業施設などの位置情報を含む多
様な変数が含まれ,ヘドニック回帰モデルを構築する. 推
定結果を基に,各要因が土地価格に与える影響を解明し,因
果関係を特定するための構造推定を実施することにより,
土地価格決定要因を多角的に理解することを目指す.
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———————— 1 はじめに————————
不動産の価格形成要因は,一般的要因,地域要因,個別的
要因に分類される（図1参照）. 住宅地域に関連する要因
を詳細に分析することを目的とし,これらの要因は相互に
関連する. 住宅地はその自然的特性や再生産不可能性,用
途の多様性からユニークな商品として特定される [1].
複雑な要因を定量化するため,ヘドニック・アプローチ
を採用する. ヘドニック・アプローチは,商品の価格が各
特性の影響を受けるという枠組みを用い,敷地面積.建物
の構造,材質,周囲の環境が住宅価格に与える影響を評価
する.取引価格にこれらの特性を回帰分析で適用し,各環
境特性の価格への寄与度を数値化する.
さらに,構造推定により消費者の選好を分析し,属性に対
する反応を定量化することで,土地価格に影響を与える要
因を明らかにする.
最終的には,価格の形成要因をもとに,土地価格の予測を
行うことを目指す.

図1 不動産価格を形成する要因
—— 2 多様な要因を考慮したデータセ
ットの作成——

2.1 サイバー空間からのデータ取得
土地価格の形成には,多くの要因が影響を与えると考え
られる. そのため,土地価格を予測するモデルを作成する
際には,これらの要因を表す説明変数を多く考慮する必要
がある. しかし,一般的に取得できるデータ,特にオープン
データには限界が存在する. 例えば,地価の形成に重要な
地理的データや施設の位置情報は,統計データと比較して
容易に取得できるものではない.
そこで本研究では,施設データを補完するために,ナビ
ゲーションサービス (NAVITIME)からスクレイピングを
用いてデータを取得した. スクレイピングは,Webサイト
上から必要なデータを収集し,それを分析しやすい形で加
工する手法である. NAVITIMEでは,施設情報がジャンル
ごとに分類され,都道府県ごとのデータを取得できるため,
土地価格の要因として特定施設の影響を分析するための
有効なデータ源となる. このデータを用いることで,土地
価格形成要因の精度向上を目指す.

2.2 データクリーニングによる前処理
データ分析において,欠損値や異常値が含まれるデータ
セットはモデルの予測精度を低下させるため,データク
リーニングによる前処理は不可欠である.まず,欠損値や
異常値の処理に加え,カテゴリ変数を0と1のダミー変数
に変換することで,カテゴリデータを数値データとしてモ
デルに入力可能とし,データセットの品質を向上させる.
この処理により,モデルが変数間の関係性を適切に学習
し,予測精度向上に寄与するデータ構造が整備される.ま
た,数値変数に対してz-scoreによる正規化を行い,変数間
のスケールのばらつきを抑えて計算効率やパラメータ推
定精度の向上を図る.
これらの前処理を行うことで,分析結果の信頼性やモデ
ルの予測精度向上が期待できる.

2.3 説明変数の選定
土地価格の予測モデル構築においては,多様な説明変数

を考慮することが重要であるが,無関係な変数の増加は計
算コストの増大を招き,精度向上にはつながらない.
そこで,富山県内の犯罪データおよびNAVITIMEの施設
データを用い,LiNGAMによる因果探索を通じて土地価格
に影響を与える重要な変数を抽出する.(図2参照)
具体的には,犯罪発生地点やレジャー施設,公園,学校,病
院,市役所などからの距離が土地価格に与える影響を評価
し,効率的かつ精度の高いモデル構築を目指す.

図2 LiNGAMの数式
——– 3 ヘドニック・アプローチによる
土地価格決定要因の分析——–

3.1 未観測の交絡因子への対処
データ分析において,未観測の交絡因子は,モデルの予測
精度や因果関係の推定において重大な問題となる [2]. こ
れらの交絡因子は,説明変数と目的変数の両方に影響を与
えるにもかかわらず,データセットに直接観測されていな
いため,モデルが本来の関係性を歪めるリスクがある. 未
観測の交絡因子を無視すると,バイアスのある推定結果が
得られ,結果の信頼性が低下する可能性が高い.
これに対処するために,操作変数法を用いて,観測されて
いない要因の影響を制御し,推定のバイアスを最小限に抑
えることができる.

3.2 土地価格決定要因の分析
富山県における住宅地の地価形成要因を明らかにする
ため,ヘドニック関数の推計を行う. ヘドニック・アプロー
チは,財の価格がその属性の総和として決定されるという
仮定に基づき,土地価格を説明するために広く用いられて
いる.
富山県内の住宅地における土地価格データを用い,地価
に影響を与える各種の要因を定量的に評価する. 具体的
には,土地の物理的特性（面積,形状）,立地特性（最寄駅
までの距離,交通アクセス）,環境要因（公園や教育施設の
近接性）といった説明変数を用い,これらが地価にどのよ
うに影響を与えるかを分析する.
また,土地の再生産不可能性や自然的特性が地価に与え
る影響も考慮し,地域特有の要因についても評価を行う.
推計結果を基に,富山県における住宅地地価の形成要因を
明らかにし,地域特性を反映した地価の予測精度向上を目
指す.

3.3 構造推定
構造推定を行うことで,消費者が特定の属性に対してど
の程度の選好を有しているかを明らかにすることが可能
である. 構造推定は,消費者の選択行動を理論モデルに基
づいて推定し,選好の強さやその背後にある要因を定量的
に把握する手法である.
土地や住宅に関連する属性（例：立地条件,建物の構造,
環境アメニティなど）に対する消費者の選好を効用関数
の形でモデル化し,そのパラメータを推定することで,各
属性が土地価格に与える影響を評価する.
さらに,構造推定として,離散選択モデルの混合ロジット
モデルを用いることで,異なる消費者の間で属性に対する
選好がどのように異なるかについても分析する [3]. これ
により,消費者の嗜好の多様性を評価し,需要構造の理解
を深めることができる. (図3参照)

図3 ヘドニック・アプローチと構造推定の数式

———————— 4 提案手法————————
不動産情報ライブラリから富山県の実際の土地取引
データを取得し,NAVITIMEの施設情報やe-statの町ごと
の統計情報.富山県「犯罪発生マップ」の犯罪データを統
合し,土地価格に影響する要因分析のためのデータを整備
する.
次に.取得データに対し欠損値の削除.カテゴリ変数の
ダミー変数化を基準を 1つ指定して行う [1][4].および z-
scoreによる正規化を行い,データの整合性を確保する.そ
の後,LiNGAMを用いた因果探索で土地価格に影響する主
要因を特定し,これらを説明変数として抽出する.
その後,抽出した説明変数を基にヘドニックアプローチ
を採用し,土地価格の決定要因を体系的に分析して各要因
が土地価格に与える寄与度を明らかにする. さらに,らに,
構造推定の一環として,混合ロジットモデルを採用し,推
定されたパラメータを用いて価格決定モデルを構築する.
このモデルにより,地域特性や周辺環境が土地価格に及ぼ
す影響を定量的に評価し,予測精度の高い土地価格予測を
実現する. (図4参照)

図4 提案手法の概要

———— 5 数値実験並びに考察————
実際に富山市の土地価格形成要因を分析し,その精度と
結果 (図5参照)について考察を行う．22個の説明変数に
対し,因果分析を行い説明変数は,19個になった. その19
個の説明変数を用いて土地価格の形成要因を分析したと
ころ,決定係数は約68.6%でモデルが土地価格の変動を説
明できている.
最寄駅からの距離は-0.0567であり,駅から遠くなるほど
土地価格が低下する傾向が確認された. 土地面積の係数
は-0.1909で,面積が増えることが価格に負の影響を与え
ることが示唆された. 新しい建物は価格が高く,建築年数
が進むにつれて価格が低下する. 皮膚科や警察署,消防署
などの施設への距離が土地価格に対して負の影響を持つ
ことが確認され,これらの施設の近接が価格上昇の要因と
はならないことがわかった.

図5 実験結果
———————— 6 おわりに————————
土地価格形成要因分析において,ヘドニック・アプローチ
を用い,様々な要因が土地価格に与える影響を明らかにし
た. 具体的には,最寄り駅名や駅からの距離,土地の面積,
建築年などが価格に有意な影響を及ぼすことが確認され
た. 特に,良好な交通アクセスや新しい建物が高い価格を
もたらす要因として重要であり,広い土地よりも小さな土
地に対する需要が高い傾向が示された.
今後の課題として，ヘドニック回帰モデルの精度を向
上することや，交絡因子の排除をすることなどが考えら
れる．
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